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●1	 はじめに

社会資本整備審議会 道路分科会 国土幹線道路部会

では、来るべき新たな未来における国土幹線道路を飛躍

させるための将来像およびその実現に向けて取り組むべ

き施策等が議論されてきた。限られた体制のもとでも、

道路利用者に対して安全・安心な通行を確保するととも

に、高度な道路利用サービスを提供することが必要であ

り、持続可能でスマートな道路システムへの変革に向け

て、デジタル技術の導入等による道路管理や行政手続き

の省力化等を加速する必要がある。

その中で、「持続可能な国土幹線道路システムの構築

に向けた取組」中間とりまとめ（2022年9月）では、ポス

トコロナ時代の「新たな日常」を支え、持続可能な国土幹

線道路を実現するために目指すべき姿として、以下の3つ

の点が示されている（図－1）。

①�平常時・非常時を問わず機能を失わない安全・安心な

道路【Safe】

②�道路ユーザー等の生産性・快適性が飛躍的に向上する

スマートな道路【Smart】

③�社会環境の変化やインフラの老朽化に対応できる持続

可能な道路【Sustainable】

その上で、取り組むべき具体的な施策の一つとして、新

たな日常の原動力となる「道路システムDX」の推進に資

する「xROAD（クロスロード）の実現」が掲げられてお

り、以下の4つの基本方針のもと、道路利用のサービス

の質を高め、国民生活や経済活動の生産性を向上するた

め、道路システムのDXを推進することとされている（図

－2）。

＜4つの基本方針＞

①道路利用の障害となる事象の早期発見・早期処理

②施工や維持管理作業等の徹底した自動化・無人化

③�手続きや支払いはオンライン化・キャッシュレス化・

タッチレス化

④�道路のビッグデータを収集・蓄積、フル活用し、社会に

還元

以上の方針を受け、道路システムのDXの一環として、道

路に関連する様々なデータの高度な利活用による日常業

務の効率化やオープンイノベーション促進のため、「道路

データプラットフォーム」の構築が進められている。道路

データプラットフォームは、道路システムのDXの推進に資

するものであり、業務システムの抜本的な見直しに寄与す

ることを目指すものである。
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図－１ 持続可能な国土幹線道路の実現に向け目指す姿1） 

 

その上で、取り組むべき具体的な施策の一つとし

て、新たな日常の原動力となる「道路システムDX」の

推進に資する「xROAD（クロスロード）の実現」が掲

げられており、以下の4つの基本方針のもと、道路利

用のサービスの質を高め、国民生活や経済活動の生産

性を向上するため、道路システムのDXを推進すること

とされている（図－2）。 

＜4つの基本方針＞ 

①道路利用の障害となる事象の早期発見・早期処理 

②施工や維持管理作業等の徹底した自動化・無人化 

③手続きや支払いはオンライン化・キャッシュレス

化・タッチレス化 

④道路のビッグデータを収集・蓄積、フル活用し、社

会に還元 

以上の方針を受け、道路システムのDXの一環とし

て、道路に関連する様々なデータの高度な利活用によ

る日常業務の効率化やオープンイノベーション促進の

ため、「道路データプラットフォーム」の構築が進め

られている。道路データプラットフォームは、道路シ

ステムのDXの推進に資するものであり、業務システム

の抜本的な見直しに寄与することを目指すものである。 
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図－1　持続可能な国土幹線道路の実現に向け目指す姿 1）
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本稿では、まず、道路システムのDXに関係する国土交

通省道路局内の各施策の現状、将来計画を整理する。そ

の上で、今後の道路システムのDXの全体方針を踏まえて、

想定される技術的な課題と解決策を提案する。また、構

築中の道路データプラットフォームの構成や、本格運用に

向けた課題と今後の展望をとりまとめるものである。

●2	 道路システムのDXの全体方針と技術的
課題

（1）概要

ここでは、国土交通省道路局内のDX関係の各施策を

対象に、各種データベースやシステム等の現状および将

来計画を整理し、今後の道路システムDXの全体方針や技

術的課題に対する解決策を検討する。

DXという概念は、2004年にスウェーデンのウメオ

大学のエリック・ストルターマン教授によって提唱され、

「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に

変化させること」と定義されているが、現在、世の中で広く

使われているDXの定義は人や場面によってまちまちであ

る。

本稿では、経済産業省の「デジタルガバナンス・コード

2.0」（2022年9月13日改訂）において定義された以下

を基本としつつ、道路管理者の取り組みという視点で検

討する。

＜DXの定義＞

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データと

デジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製

品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務

そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること。

（2）道路システムのDX関係施策の現状と将来計画

a） 道路システムのDXに関係する施策一覧

国土交通省道路局内のヒアリング結果やインフラ分野

のDXアクションプラン（第2版）2）等に基づき、道路シス

テムのDXに関係する施策一覧を整理した（表－1）。この

うち、当研究所の受託調査や取り組みと係りのある施策

（⑦～⑩、⑬）に関する概要を次頁以降に例示する。な

お、各施策の概要は、ヒアリング結果を踏まえ、公開資料

に基づき記載している。

表－1　道路局内のDX関係施策一覧（例示）

番号 施策 将来計画・方向性

1 道 路台帳（道 路台帳附
図）の電子閲覧

道路基盤地図情報の公
開システムとの連携

2 地方公共団体の占用申請
許可オンライン化

道路占用料のキャッシュ
レス決済にも対応

3
物流生産性の向上のため
の特殊車両の新たな通行
制度等

特殊車両通行制度の各
種手続きの効率化・迅速
化による生産性の向上

4 直轄道路の3次元点群・
画像データの収集

民間企業等による多様な
アプリ開発の促進

5 次世代のITSの推進 2020年代後半から次世
代ITSの運用開始

6 自動運転実現に向けた取
組

自動運転（レベル4）によ
る物流サービスの運用

⑦
道路分野におけるデータ
プラットフォームの構築
と多方面への活用

データを活用したアプリ
開発・利用、オープンイノ
ベーションの促進等

⑧ CCTVカメラのAI解析に 
よる交通量データ収集

CCTVトラカンによる常
時観測区間や調査対象
の拡大

⑨

ETC2.0プローブデータ
を活用した全国道路・街
路交通情勢調査（OD調
査）の効率化

O D 調 査 のさらなる高
度化・効 率 化に向けた
ETC2.0プローブデータ
の有効活用等

⑩ 道路標識データベースの
構築

道路のデジタルツイン構
築による施工マネジメン
ト等

11
バーチャル現場見学会に
よる効果的・効率的な広
報

国土交通省や建設業の
働き方及び社会資本や公
共サービスの変革

12 除雪作業の自動化の実証
実験・現場導入

積雪寒冷地域での実証
実験の全国展開

⑬ 道路基盤地図情報の整
備・公開

道路管理支援アプリの利
用拡大による道路維持管
理の効率化

14 パトロール車の車載カメ
ラ映像の共有化

道路点検・維持管理の高
度化・効率化による労働
生産性の改善と向上

15 xROADを活用した次世
代の舗装マネジメント

舗装の長寿命化により予
防保全型維持管理を実
現

16
AI・ICT・新技術の導入に
よる道路の点検・維持管
理の高度化・効率化

道路維持管理の効率化・
高度化、舗装の修繕・更
新の予防保全型への転換

17 全国道路施設点検データ
ベースの改良

点検・診断における新技
術等のデータベース改良

18 データベースを活用した
アプリケーション開発

開発アプリのソースコー
ド等の公開により道路管
理者のアプリ活用を促進

19 道路リスクアセスメント
の実装

定期点検等で収集蓄積す
べき情報を整理し、リス
ク推計手法を改善

※丸数字は、次頁以降に概要を例示
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b） 各施策の概要（現状および将来計画）

ここでは、当研究所の受託調査や取り組みと係りのあ

る施策に関する将来計画等の概要を記載する。

＜⑦道路分野におけるデータプラットフォームの構築と多

方面への活用＞

道路に関連する様々なデータを一元的に集約した道路

データプラットフォームを構築し、データ利活用による道

路の調査・整備・維持管理・防災等の効率化・高度化や、

データのオープン化による民間利活用・オープンイノベー

ション等の促進に向けた取り組みを推進している（図－

3）。

これまでに、道路関係職員のデータリテラシーの向上

を含めたデータ利用環境の整備や、能登半島地震の道路

復旧見える化マップの公開など道路関係のデータを地理

空間情報化する取り組みを行っている。

今後は、データを活用したアプリケーション開発・利

用を進め、道路管理者や一般への利用拡大を図るととも

に、データの多方面への活用による国民生活や経済活動

の生産性の向上を目指すこととしている。
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＜⑧CCTVカメラのAI解析による交通量データ収集＞ 

交通量観測の自動化による省力化と常時観測交通
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者・自転車等）を拡大し、常時観測を基本とする道路
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図－４ CCTVカメラによるAI解析の今後の方向性3） 
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現在は、次回調査における現況OD表作成にETC2.0

プローブデータを活用することを目標に、ETC2.0プ
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これまでに、CCTVトラカンの精度に関する課題把握

や車種別交通量の精度向上が進められている。
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b) 各施策の概要（現状および将来計画） 
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今後も、OD調査のさらなる高度化・効率化に向けて引

き続き検討するとしている。

＜⑩道路標識データベースの構築＞

効果的な道案内と効率的な維持管理の実現に向けて、

案内標識に関する情報をデジタル化した道路標識データ

ベースが構築されている。

これまでに、道路標識データベースを活用して、既存の

案内標識の連続性・表現の統一性の確認や、カーナビや

スマホ等による案内との表示内容の統一等の取り組みを

進めている（図－6）。

今後は、自動運転の支援（現実空間とデジタル空間の

道路標識のマッチングによる位置情報の把握等）への活

用やデータベースの一元化により、サイバー空間に道路の

デジタルツインを構築することで、シミュレーションによ

る交通や施工のマネジメントなどに活用することを検討

するとしている。
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し、道路データプラットフォーム傘下の各種データの

背景図に活用して、全国の道路施設における点検結果

等の詳細な位置関係を可視化するための取り組みを

行っている（図－7）。 
これまでに、全国の直轄国道等における蓄積デー
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データベース」を構築しており、2024年5月よりこの

データベースの公開（一部有料）が開始されている。 
今後は、道路管理支援アプリケーションなどへの

利用拡大と、道路基盤地図等の作成プロセスの改善を

通じて、道路維持管理の更なる効率化と道路基盤地図

等の追加・更新の促進を目指している（図－8）。 
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（３）今後の道路システムDX推進における技術的課題 

国土交通省では、道路システムの DX を実現するた

め、円滑にデータを利用する環境を引き続き整備する

こととしている。また、道路関係データを地理空間情

報化して使用することを標準化するとともに、さらな

るオープン化を推進することとしている。（図－9） 
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これまでに、道路標識データベースを活用して、

既存の案内標識の連続性・表現の統一性の確認や、

カーナビやスマホ等による案内との表示内容の統一等

の取り組みを進めている（図－6）。 
今後は、自動運転の支援（現実空間とデジタル空

間の道路標識のマッチングによる位置情報の把握等）

への活用やデータベースの一元化により、サイバー空

間に道路のデジタルツインを構築することで、シミュ

レーションによる交通や施工のマネジメントなどに活

用することを検討するとしている。 
 

 

図－６ 道路標識データベースの構築4） 

 

＜⑬道路基盤地図情報の整備・公開＞ 

全国の直轄国道等の道路基盤地図情報および道路

台帳附図を整備・公開（閲覧・取得）する環境を構築

し、道路データプラットフォーム傘下の各種データの

背景図に活用して、全国の道路施設における点検結果

等の詳細な位置関係を可視化するための取り組みを

行っている（図－7）。 
これまでに、全国の直轄国道等における蓄積デー

タの一元的な活用環境として「全国道路基盤地図等

データベース」を構築しており、2024年5月よりこの

データベースの公開（一部有料）が開始されている。 
今後は、道路管理支援アプリケーションなどへの

利用拡大と、道路基盤地図等の作成プロセスの改善を

通じて、道路維持管理の更なる効率化と道路基盤地図

等の追加・更新の促進を目指している（図－8）。 

 
図－７ 全国道路基盤地図等データベースの概要5） 

 

 
図－８ 道路基盤地図の公開により期待される効果1） 

 

（３）今後の道路システムDX推進における技術的課題 

国土交通省では、道路システムの DX を実現するた

め、円滑にデータを利用する環境を引き続き整備する

こととしている。また、道路関係データを地理空間情

報化して使用することを標準化するとともに、さらな

るオープン化を推進することとしている。（図－9） 

 

 
図－９ 道路行政におけるデータ活用の方向性1） 

図－8　道路基盤地図の公開により期待される効果 1）
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円滑にデータを利用する環境を引き続き整備することと

している。また、道路関係データを地理空間情報化して使

用することを標準化するとともに、さらなるオープン化を

推進することとしている（図－9）。

ここでは、上記の道路システムのDXを推進するにあ

たっての技術的な課題として以下の6点を挙げ、その解決

策について考察・提案する。

＜道路システムのDXの推進における技術的な課題＞

・レガシーシステムの統合とデータ移行

・広範な関係者との調整と標準化

・莫大な初期投資およびランニングコスト

・セキュリティリスクと高度なガバナンス体制の構築

・デジタル人材の確保と育成

・システムのブラックボックス化とベンダーロックイン

a） レガシーシステムの統合とデータ移行

一般に、DXが進まない理由の一つに、レガシーシステ

ムの存在とデータ移行の困難さが挙げられる。レガシー

システムは過去の技術や仕組みで構成されたシステムを

指し、構築から数十年以上経過しているソフトウェアシス

テムや情報システムが行政組織内に多く存在している。特

に、根幹的なシステムに対しては、構築や保守に多額の

投資を行っており、また、長期間にわたって利用されてい

ることが多く、システムを構築した当時の資料が無いこと

や、システムについて理解している人員がいなくなること

などによって、新たなシステムへの移行ができない状況と

なっている。

これらのレガシーシステムは、長期間の運用により度

重なるシステム改修を繰り返すことで、システムの構造が

複雑となり、ソースコードの構造が複雑で分かりにくい状

態となっていたり、ブラックボックス化が問題となってい

たりするケースも多く、システム変革の影響範囲の絞り込

みが困難であり、また広範囲となる場合がある。さらに、

システム刷新に伴うデータ移行の際には、新旧両方のシ

ステムを理解し、移行すべきデータを確定させる必要があ

り、その移行処理を行うシステムを開発し、移行したデー

タが正しいかという確認作業も必要となる。これらの作

業は移行する元のデータ量によって非常に多くの工数を

要することも課題となる。

上記の課題に対する解決策としては、新しい環境への

システムの移行や、システム全体を統合化・最適化して改

善することが考えられる。具体的には、レガシーシステム

との並行運用期間の最小化による段階的なレガシーシス

テムの統廃合、段階的なデータ統合の移行計画の立案、

データフォーマットやデータ品質の標準化ルールの検討、

外部リソースの活用やスキルのアウトソーシングなどの検

討が必要である。

b） 広範な関係者との調整と標準化

システムのDX化では、様々な部局や組織を幅広く横断

してプロジェクトを進める必要があるが、それぞれの部局

や組織で従来から開発・利用されているシステムやデータ

などが多数存在している。そのため、部局や組織の利用者

および関係者との調整や統合が難しく、相互の情報共有

や連携不足により業務プロセスの統一化が進まないこと

から、システム統合やデータの標準化が阻害されるとい

う問題が挙げられる。

上記の課題に対する解決策としては、広範な関係者を

巻き込んだプロジェクト推進体制が有効であり、具体的

には、自治体や高速道路会社など関係者の参画と役割分

担、データ連携基盤の標準化とデータ活用基盤の統合化

などが考えられる。

c） 莫大な初期投資およびランニングコスト

DXが進まない一因に、膨大な費用が必要な点が挙げ

られる。設備投資やシステム開発費といった初期費用に

加え、年間のランニングコストも必要であり、一般的には

DXによる効果が発揮されるには数年かかると言われて

いることから、投資に対する費用対効果の点が課題とな

り、DXが進まない原因となっている。

上記の課題に対する解決策としては、一括でDXを進め

るのではなく、段階的なアプローチと小さな成功の積み

重ねが有効である。具体的には、限定的な地域や路線か

らスタートする、プロトタイプで課題を検証し軌道修正を

重ねる、オープンソースソフトウェアの利用を最大化しラ

イセンスコストを削減するといった方法が考えられる。

d） セキュリティリスクと高度なガバナンス体制の構築

DXでは、利便性を拡大するためにシステムやデータが

オンライン上にあることが多いため、外部からのサイバー

攻撃や、内部からの重要データや機密情報の漏洩など、セ
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キュリティリスクの問題が発生する。加えて、DXを推進す

るには、行政組織内の関係者全員がDXの概念や必要性

を理解する必要がある。また、組織全体で運用するため、

高度なガバナンス体制の構築やセキュリティリスク対策と

して、関係者が常に高いセキュリティリテラシーを有して

いることが重要である。

上記の課題に対する解決策としては、セキュリティ対策

の高度化とガバナンス体制の整備、ならびにデジタル人材

の確保と育成が有効である。具体的には、セキュリティポ

リシーや品質ポリシーの整備と職員教育の徹底、インシ

デント対応の訓練と体制整備、第三者機関による定期的

なセキュリティ診断および対策などが考えられる。

e） デジタル人材の確保と育成

少子高齢化による労働人口の減少に加え、IT需要の急

激な拡大やIT技術の進歩への対応遅れによって、ITエン

ジニアやデータサイエンティストなどのデジタル人材の不

足が挙げられる。高いデジタルリテラシーを持ち、新しい

ツールや技術を理解できる人材が行政組織内には多くな

く、デジタルマインドセットを持つ人材が不足しており、優

秀なデジタル人材の安定的な確保が課題である。それに

加え、デジタル人材育成のための教育も十分ではなく、デ

ジタル化や新しい技術を恐れる組織風土も問題として挙

げられる。

上記の課題に対する解決策としては、行政組織内におけ

るデジタル人材の公募や中途採用の実施、育成や処遇改

善などが有効である。その他、デジタルリテラシー向上の

ためのeラーニングの提供、外部のデジタル人材とのコラボ

レーションの積極的活用などの取り組みが考えられる。

f） システムのブラックボックス化とベンダーロックイン

DX化を推進する過程で直面する問題として、システム

のブラックボックス化とベンダーロックインが挙げられ

る。システムのブラックボックス化は、システム構築時に

クラウドサービスやベンダー製品を用いることで、内部の

仕組みやアルゴリズムが不透明であり、その動作が理解し

づらい状態を指す。これにより、システムの可視性や透明

性が損なわれ、問題の発見や修正が困難となる。

一方、ベンダーロックインは、特定のベンダーに過度に

依存することによって生じる問題である。この状況下で

は、システムを別のベンダーに移行することが難しくな

り、選択肢が制限される。これらの問題は、DXの進展を

阻害するだけでなく、競争力や革新性の低下にもつなが

りかねない。したがって、これらの問題に対処するために

は、システムの透明性と柔軟性を向上させ、ベンダーロッ

クインを回避するための戦略を構築する必要がある。

上記の課題に対する解決策として、オープンソースソフ

トウェアの利用を推進し、ベンダー製品のカスタマイズを

最小化してオープン性を確保する、システム監査の仕組み

を整備し、第三者検証を定期的に実施する、システムの

透明性確保や移植性確保をベンダー選定の要件に含め

る、といった取り組みが有効である。

●3	 道路関連データの活用拡大に向けた 
道路データプラットフォームの構築

（１）道路データプラットフォームの概要と構成

国土交通省道路局では、日常業務の効率化・高度化

に向けた技術的な課題に対応して、道路データプラット

フォームを構築中であり、当研究所を含めたコンソーシア

ムにて開発・構築に係る支援を行っている。その中では、

交通量データや施設点検データベースなど基礎的なデー

タを日常的に利活用することによる道路調査・整備に関

する業務の省力化や、道路維持管理・防災等の効率化・

高度化を推進するとともに、データオープン化による民間

利活用・オープンイノベーション等を促進することとして

いる（図－10）。

道路データプラットフォームは、「ポータルサイト（デー

タベース・アプリのカタログ機能）」、「データ連携基盤」、

「道路データビューア（を含む個別アプリ群）」から構成

される（図－11）。基本アプリ「道路データビューア」は、

各DBをAPI等により連携したデータビューアで、全ユー

ザーが共通で使える一方、個別アプリは各業務に特化し

て構築している。両アプリとも、データ連携基盤やAPI等

を活用し、最新のデータにアクセスが可能となっている。

一方で、道路システムのDXの推進においては、関係す

る職員の意識変革が重要であるが、DXのためのシステム

やアプリケーションを構築しても、現場がそれを使って日

常業務を変えようという意識マインドが不足している可

能性がある。そのため、道路データプラットフォームの構

築・活用を1つのきっかけとして、全体的なデータリテラ

シーの向上と日常的な意識づけをするための対策が必要

であると考えられる。
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（2）ポータルサイトのイメージ

ポータルサイトでは、最新情報のほか、データベース・

道路DXシステム（アプリ）等のカタログを掲載することと

している（図－12）。データベース／道路DXシステムのカ

タログには、各データ詳細や出力イメージの確認、データ

利用申請等へのリンク、ダウンロードサイトへのリンク等

が掲載される予定である。
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（２）ポータルサイトのイメージ 

ポータルサイトでは、最新情報のほか、データベー

ス・道路DXシステム（アプリ）等のカタログを掲載す

ることとしている（図－12）。データベース／道路DX

システムのカタログには、各データ詳細や出力イメー

ジの確認、データ利用申請等へのリンク、ダウンロー

ドサイトへのリンク等が掲載される予定である。 

 

 

 
図－10 道路データプラットフォームの活用の方向性 

（出典：国土交通省道路局） 

 

 
図－11 道路データプラットフォームの構成 

（出典：国土交通省道路局） 

図－10　道路データプラットフォームの活用の方向性
（出典：国土交通省道路局）
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（２）ポータルサイトのイメージ 

ポータルサイトでは、最新情報のほか、データベー

ス・道路DXシステム（アプリ）等のカタログを掲載す

ることとしている（図－12）。データベース／道路DX

システムのカタログには、各データ詳細や出力イメー

ジの確認、データ利用申請等へのリンク、ダウンロー

ドサイトへのリンク等が掲載される予定である。 

 

 

 
図－10 道路データプラットフォームの活用の方向性 

（出典：国土交通省道路局） 

 

 
図－11 道路データプラットフォームの構成 

（出典：国土交通省道路局） 

図－11　道路データプラットフォームの構成
（出典：国土交通省道路局）
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（3）道路データビューアのイメージ

道路データプラットフォームの基本アプリである「道

路データビューア」では、交通量や道路区間の平均旅行

速度の他、DRM（デジタル道路地図）や道路基盤地図な

どを地理院地図上に重畳させることが可能となっている

（図－13）。

●4	 おわりに

国土交通省では、データ活用事例の共有等を通して職

員のデータリテラシーを向上しつつ、データを取り扱うた

めの環境整備を推進することとしている。また、道路デー

タプラットフォームは2024年度より省内の運用を開始し

つつ、一般公開を含めて順次対象を拡大する予定となっ

ている（図－14）。

道路システムのDXは、各部局の日常業務にとどまらず

組織を跨いだ業務の課題解決に寄与することを示すこと

が必要である。このため、国交省職員だけでなく道路管

理者や地方公共団体をはじめとした多様な関係者による

理解に加え、各主体における活用の促進が重要である。

当研究所では、道路関係データのオープン化や日常業務

の効率化に向けた技術的な支援を始め、引き続き国土交

通行政へ貢献していく所存である。

なお、本稿の一部には、国土交通省道路局企画課道路

経済調査室から受託した「令和5年度 道路システムのDX

関係施策の全体方針に関する検討業務」および国土技術

政策総合研究所道路交通研究部道路研究室から受託し

た「道路データプラットフォーム構築業務」の検討成果が

含まれている。
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図－12 ポータルサイトのイメージ1） 

 

（３）道路データビューアのイメージ 

道路データプラットフォームの基本アプリである

「道路データビューア」では、交通量や道路区間の平

均旅行速度の他、DRM（デジタル道路地図）や道路基

盤地図などを地理院地図上に重畳させることが可能と

なっている（図－13）。 

 

 

図－13 基本アプリ：道路データビューアのイメージ1） 
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り扱うための環境整備を推進することとしている。ま

た、道路データプラットフォームは2024年度より省内

の運用を開始しつつ、一般公開を含めて順次対象を拡

大する予定となっている（図－14）。 
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ン化や日常業務の効率化に向けた技術的な支援を始め、

引き続き国土交通行政へ貢献していく所存である。 

なお、本稿の一部には、国土交通省道路局企画課
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ら受託した「道路データプラットフォーム構築業務」

の検討成果が含まれている。 
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（３）道路データビューアのイメージ 

道路データプラットフォームの基本アプリである

「道路データビューア」では、交通量や道路区間の平

均旅行速度の他、DRM（デジタル道路地図）や道路基

盤地図などを地理院地図上に重畳させることが可能と

なっている（図－13）。 
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